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１． 研究背景・目的 

 現在、日本は人口減少社会に突入しており人口が

減少することで、都市の空洞化が危惧されている。空

洞化の対策として、将来どのように空洞化が進行し

ていくかを検討する必要がある。検討するためには

地区別人口予測が必要不可欠であり、そのためには

住宅立地動向を把握することが必要である。 

宅地開発には、民間によって行われる開発と土地

区画整理事業（以下：区画整理）によって行われる開

発の２種類ある。民間によって宅地開発が行われた

地区では宅地開発後まもなく住宅が立地することか

ら宅地開発が人口増加に繋がるため、人口推移の予

測が行いやすい。一方で、区画整理によって宅地開発

が行われた地区では宅地開発後から住宅が立地する

までに時間がかかることから宅地開発がすぐには人

口増加に繋がらないため、人口推移の予測が難しい。 

本研究では区画整理実施地区における住宅立地動

向を把握することを目的とし、把握したデータを将

来の人口推移を予測する際に使用する。 

 

２． 研究概要 

２-１．使用データ 

・さいたま市都市計画基礎調査（平成 22・27 年度） 

・さいたま市構造化データファイル（平成 23・28年

度） 

・さいたま市土地区画整理事業一覧図（平成 30 年） 

・さいたま市土地区画整理事業一覧表（平成 30 年） 

・政府統計 e-Stat 

２-２．研究手法 

住宅の定義は、都市計画基礎調査で住宅用地に分

類されている宅地に立地している構造化データファ

イルの建築物を住宅とする。同じ宅地に平成 23年度

に立地していないが平成28年度に立地している住宅

を新築住宅とする。平成 23・28年度共に立地してい

るが住宅の形が異なる住宅を建て替え住宅とする。

延べ床面積は構造化データファイルに記載されてい

る面積×階数で算出した数値を用いた。 

 

 

抽出した新築データと建て替え住宅データから以

下の式を用いて評価指標とした。 

 

容積率増加分

=
(新築住宅𝐨𝐫建て替え住宅)の延べ床面積(㎡)

平成𝟐𝟖年宅地面積(㎡)
 

 

容積率増加分が大きいほど、その事業地区では住

宅立地が積極的に行われていたことを表す。換地処

分公告日の年度から平成23年までの経過年数（以下：

経過年数）と容積率増加分の関係を施行主体別、施行

面積別に分析した。 

２-３．研究対象地域 

本研究の対象地域は埼玉県さいたま市の平成23年

度までに区画整理実施済みの地区である。選定理由

は近年まで継続的に区画整理を実施していること、

土地利用や建築物の GIS データが入手可能であるこ

との２点である。ここで、新築住宅・建て替え住宅が

立地していない区画整理実施済み地区は分析不可能

であるため、研究対象地区から除外した。最終的な研

究対象 50地区を図１に示した。 

 
 

 

 

図１ 研究対象地域 
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３． 分析結果 

３-１．住宅別容積率増加分による分析 

事業地区別の新築住宅容積率増加分の階級区分図

を図２に、建て替え住宅容積率増加分の階級区分図

を図３にそれぞれ示した。建て替え住宅より新築住

宅の立地が進んでいることが分かる。 

 
 

 
 

３-２．換地処分後の経過年数による分析 

（１）全事業 

対象事業 50 地区を換地処分公告からの経過年数

10 年ごとに分けて算出した平均容積率増加分を図４

に示した。 

 
 

図４より、経過年数が短い事業地区ほど新築住宅

容積率増加分が高く、新築住宅が立地していること

が分かった。また、経過年数が長い事業地区ほど建

て替え住宅容積率増加分が高く、建て替え住宅が立

地していることが分かった。 

（２）組合施行 

対象 50事業の過半数を占める組合施行 27事業お

よび施行面積を 15ha未満と 15ha以上に分けて算出

した平均容積率増加分を図５に示した。図５より、

施行面積が 15ha未満の事業では新築住宅は経過年

数が短いほど、建て替え住宅は経過年数が長いほど

立地することが分かる。一方で、15ha以上の事業で

は経過年数と平均容積率増加分の関係が見られなか

った。また、ここ 10年間で施行面積 15ha以上の事

業は実施されていなかった。 

 
 

 

４．結論 

本研究では、地理情報システム(GIS)を使用して住

宅データを抽出し、住宅立地動向を分析した。その結

果、新築住宅は経過年数が短いほど立地する傾向に

あった。建て替え住宅は 10年ごとに平均容積率増加

分が上下するものの、グラフ全体を見ると経過年数

が長いほど建て替え住宅が立地する傾向にあった。

また、組合施行において施行面積が 15ha未満の事業

地区では経過年数が短いほど新築住宅が、長いほど

建て替え住宅が立地した。施行面積が 15ha以上の事

業地区については住宅立地動向について事業別に細

かく検討する必要がある。 
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図４ 経過年数と平均容積率増加分（全事業） 

 

 

図３ 建て替え住宅容積率増加分の階級区分図 

容積率 

図２ 新築住宅容積率増加分の階級区分図 
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図５ 経過年数と平均容積率増加分（組合施行） 
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